予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費
	事業名　地域パートナーシップ公害防止取組推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　環境生活部　環境管理課　環境安全係　電話番号：058-272-1111（内2836 ）

　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
１　事業費  　　　　　280千円（前年度予算額：　281千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	281
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	281

	要求額
	280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	280

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
県では、PRTR制度※の適正運用を図るとともに、化学物質取扱事業者による環境リスクコミュニケーション（以下「リスコミ」という。）の普及を進め、事業者の情報公開や住民との対話を促進する取組を実施してきた。

こうした中、環境省が地域社会（事業者、地域住民、地方自治体）の連携の望ましい在り方を示した「新しい地域パートナーシップによる公害防止取組指針」を平成24年に策定しており、これまで普及を進めてきたリスコミをより一層発展させ、環境省指針の趣旨を踏まえた公害防止の取組の普及を図っていく必要がある。
（2） 事業内容
○地域パートナーシップによる公害防止取組・リスコミの普及推進

立入等の機会を捉えた個別事業所への啓発により、事業者による自主的な公害防止・環境配慮の取組を促進する。
また、過去のリスコミ研修会で得たアンケート結果を分析し、企業のニーズを的確に把握した上で題材を企画し、研修会を開催する。
研修会により、一層のリスコミの普及を推進し、事業者の環境に関わる情報公開を促し、住民や行政との対話を進め、化学物質による暴露低減等の環境保全の取り組みを促進させることで、環境リスクの低減を図る。
○PRTR制度及び化学物質の適正管理の推進

PRTR制度を周知するとともに、事業者自らが化学物質の環境への排出状況を把握し、化学物質を適正に管理するよう促す。
また、立入等の機会を通じ、事業者が岐阜県化学物質適正管理指針に即した管理計画を策定するよう働きかけを行う。

· ＰＲＴＲ制度
人の健康や生態系に対して有害性のおそれのある化学物質が、事業所から環境（大気、水、土壌）へ排出される量及び廃棄物に含まれて事業所外へ移動する量を、事業者が自ら把握して届出を行い、データを集計・公表する制度。
　
（3） 県負担・補助率の考え方
化学物質による環境リスクを低減するには、従来の規制型環境保全対策のみならず、化学物質に関する情報提供や意見交換などを通じて、住民・事業者・行政が意思疎通や相互理解を図ることが重要である。県はパートナーシップを構成する一員として本事業を推進する立場から、県の負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	170
	講師旅費、連絡調整費等

	需用費
	30
	公用車燃料代

	役務費
	20
	研修会の開催案内送付用郵便代、通信費等

	その他
	60
	講習会等講師謝金、会議室使用料

	合計
	280
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況
他県でも同様の化学物質対策が実施されている。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
リスクコミュニケーション（以下「リスコミ」という。）の普及を促進し、県民が化学物質への高い関心を持ち、化学物質の適正管理が行われることにより、環境リスクが軽減した、皆が安心して生活できる環境を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	リスコミに関する
研修会参加事業者数
	-
（H  ）
	58
（H26）
	72
（H27）
	94
（H28）
	100
（H31）
	94.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
平成29年1月にPRTR制度の排出量の多い業種（化学工業等）を主な対象としてリスコミ研修会を開催し、65事業者が出席した。

講師には化学物質アドバイザーを招き、化学物質のリスクやリスコミの実践方法について講演を行った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

リスコミ研修会を開催することにより、リスコミの情報提供や普及啓発ができ、実施を促すことができるため環境リスクの軽減を図ることができた。

アンケート結果の満足度（5段階評価の中で5及び4が占める割合）は平成27年度の56%から61%に上昇し、ニーズに合う研修内容とすることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	従来からの規制型環境保全対策に加え、事業者の自主的な公害防止・環境配慮への取組を促進することより、環境リスクの更なる低減を図ることができるため、県の関与は妥当である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	事業者によるリスコミ開催及び化学物質の適正管理が推進されている。PRTR制度の排出量・移動量は制度が開始された平成13年度は12,510トンであったが、平成28年度は8,663トンと30.8%減少しており、環境リスクの低減に繋がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　リスコミ研修会に参加した事業者から得られたアンケート結果を分析し、リスコミを実施する事業者が普及するよう、次年度の研修会内容の工夫に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
近年、PRTR制度の排出量・移動量が減少傾向から頭打ちとなっている。また、化学物質のリスク評価を行い、わかりやすく伝える事ができる人材が事業者に不足していることもあり、リスコミ普及の障壁となっている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　リスコミ研修会を通じて、化学物質を扱う事業者が自発的にリスコミを実施できるよう情報提供と普及啓発を行い、環境リスクの低減につなげる。


